
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　塩素系酸化剤 及びスルファミン酸若しくはその塩を含有してなり、
ｐＨ１３以上であることを特徴とする殺菌殺藻剤組成物。
【請求項２】
　

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、殺菌殺藻剤組成物、水系の殺菌殺藻方法及び殺菌殺藻剤組成物の製造方法に関
する。さらに詳しくは、本発明は、屋外などに放置、保管し、あるいは、屋外などで使用
したとき、紫外線や銅イオンの影響による有効成分の分解を受けにくい殺菌殺藻剤組成物
、水系の殺菌殺藻方法及び殺菌殺藻剤組成物の製造方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
各種の水系において、菌類や藻類によるさまざまな障害が発生している。例えば、開放循
環式冷却水系においては、ズーグレア状細菌、糸状細菌、鉄バクテリア、イオウ細菌、硝
化細菌、硫酸塩還元菌などの細菌類、ミズカビ、アオカビなどの真菌類、藍藻、緑藻、珪
藻などの藻類が増殖し、これらの微生物を主体として、これに土砂などの無機物や塵埃な
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どが混ざりあって形成される軟泥状の汚濁物の付着や堆積により、スライムやスラッジが
発生する。スライムやスラッジは、熱効率の低下や通水の悪化をもたらすばかりでなく、
機器、配管などの局部腐食の原因となる。また、冷却塔から飛散したレジオネラ菌に起因
する在郷軍人病のように、水系で増殖した菌類が人体に直接被害を及ぼす場合もある。製
紙工程水系においても、各種の細菌、真菌、酵母などが増殖してスライムを形成し、製品
にホール、斑点、目玉などの欠点を発生させて製品品質を落とすばかりでなく、断紙の原
因となって生産性を低下させている。
従来より、菌類や藻類によるこのような障害を防止するために、水系に次亜塩素酸塩など
の塩素系酸化剤を添加することが行われている。一般に、水中の残留塩素濃度が５ mgCl／
Ｌ以上であれば、菌類と藻類の増殖を抑制することができると言われている。しかし、次
亜塩素酸塩などの塩素系酸化剤は、紫外線により分解が促進されやすく、殺菌殺藻剤をプ
ラスチック容器などに充填して屋外などに保管、放置すると、紫外線により有効成分であ
る塩素系酸化剤が分解する。また、殺菌殺藻剤が水系に添加されたのちも、開放循環式冷
却水系などにおいては、冷却水を完全に光から遮断することは困難である。さらに、水系
の配管や熱交換器の材料などに銅や銅合金などが用いられ、銅イオンが溶出すると、次亜
塩素酸塩などの塩素系酸化剤の分解が一層促進される。
次亜塩素酸塩にスルファミン酸又はその塩を添加して、Ｎ－モノクロロスルファミン酸若
しくはＮ ,Ｎ－ジクロロスルファミン酸又はこれらの塩を形成することにより、有効塩素
成分を安定化する技術が知られている。しかし、スルファミン酸又はその塩により安定化
しても、薬注タンクが屋外にあって日光が当たるような場合には、薬剤の安定性に問題が
生ずる。このために、紫外線の照射を受ける環境で保管又は使用されても、あるいは、銅
イオンが存在しても、有効成分の消失が少ない殺菌殺藻剤組成物及び水系の殺菌殺藻方法
が求められていた。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、屋外などに放置、保管し、あるいは、屋外などで使用したとき、紫外線や銅イ
オンの影響による有効成分の分解を受けにくい殺菌殺藻剤組成物、水系の殺菌殺藻方法及
び殺菌殺藻剤組成物の製造方法を提供することを目的としてなされたものである。
【０００４】
【課題を解決するための手段】
　本発明者らは、上記の課題を解決すべく鋭意研究を重ねた結果、塩素系酸化剤とスルフ
ァミン酸又はその塩を含有する殺菌殺藻剤組成物のｐＨを１３以上とすることにより、塩
素系酸化剤の分解を抑制することができ、さらに、アゾール系化合物を含有させることに
より、塩素系酸化剤の分解をより効果的に防止して残留塩素濃度を高く維持するとこが可
能となることを見いだし、この知見に基づいて本発明を完成するに至った。
　すなわち、本発明は、
（１）塩素系酸化剤 及びスルファミン酸若しくはその塩を含有してな
り、ｐＨ１３以上であることを特徴とする殺菌殺藻剤組成物、
（２）

、
を提供するものである。
　さらに、本発明の好ましい態様として、
（ ）塩素系酸化剤が、次亜塩素酸又はその塩である第１項記載の殺菌殺藻剤組成物、及
び、
（ ）アゾール系化合物が、ベンゾトリアゾール又はトリルトリアゾールである第 項記
載の水系の殺菌殺藻方法、
を挙げることができる。
【０００５】
【発明の実施の形態】
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３

４ ２



本発明の殺菌殺藻剤組成物の第一の態様は、塩素系酸化剤及びスルファミン酸若しくはそ
の塩を含有してなり、 pH１３以上である殺菌殺藻剤組成物である。本発明の殺菌殺藻剤組
成物の第二の態様は、塩素系酸化剤、アゾール系化合物及びスルファミン酸若しくはその
塩を含有してなる殺菌殺藻剤組成物である。本発明の第二の態様においては、殺菌殺藻剤
組成物の pHが１３以上であることが好ましい。本発明の水系の殺菌殺藻方法は、塩素系酸
化剤、アゾール系化合物及びスルファミン酸若しくはその塩を水系に添加する殺菌殺藻方
法である。本発明組成物又は本発明方法によれば、紫外線を受ける環境にあっても有効成
分の分解を抑制し、残留塩素濃度を高く維持して、効果的に殺菌と殺藻を行い、冷却水系
などにおけるスライムの発生を防止し、付着したスライムを剥離することができる。
本発明に用いる塩素系酸化剤に特に制限はなく、例えば、塩素ガス、二酸化塩素、次亜塩
素酸又はその塩、亜塩素酸又はその塩、塩素酸又はその塩、過塩素酸又はその塩、塩素化
イソシアヌル酸又はその塩などを挙げることができる。これらの中で、次亜塩素酸又はそ
の塩を好適に用いることができる。次亜塩素酸塩としては、例えば、次亜塩素酸ナトリウ
ム、次亜塩素酸カリウム、次亜塩素酸カルシウム、次亜塩素酸バリウムなどを挙げること
ができる。本発明組成物において、塩素系酸化剤の含有量に特に制限はないが、３～１２
重量％であることが好ましく、４～８重量％であることがより好ましい。
【０００６】
本発明に用いるスルファミン酸塩に特に制限はなく、例えば、スルファミン酸ナトリウム
、スルファミン酸カリウム、スルファミン酸カルシウム、スルファミン酸ストロンチウム
、スルファミン酸バリウム、スルファミン酸鉄、スルファミン酸亜鉛などを挙げることが
できる。スルファミン酸及びこれらのスルファミン酸塩は、１種を単独で用いることがで
き、あるいは、２種以上を組み合わせて用いることもできる。
次亜塩素酸イオンとスルファミン酸は、次式のように反応して、Ｎ－モノクロロスルファ
ミン酸イオン又はＮ ,Ｎ－ジクロロスルファミン酸イオンを形成して塩素系酸化剤の有効
成分を安定化する。
ＣｌＯ -  ＋  Ｈ 2ＮＳＯ 3Ｈ  →  ＨＣｌＮＳＯ 3

-  ＋  Ｈ 2Ｏ
２ＣｌＯ -  ＋  Ｈ 2ＮＳＯ 3Ｈ  ＋  Ｈ

+  →  Ｃｌ 2ＮＳＯ 3
-  ＋  ２Ｈ 2Ｏ

本発明組成物において、スルファミン酸又はその塩の含有量に特に制限はないが、塩素系
酸化剤の有効塩素１モルあたり０ .３～１ .５モルであることが好ましく、１～１ .５モル
であることがより好ましい。
塩素系酸化剤及びスルファミン酸若しくはその塩を含有する本発明組成物の第一の態様に
おいて、組成物の pHは１３以上であり、より好ましくは１３ .５以上である。塩素系酸化
剤、アゾール化合物及びスルファミン酸若しくはその塩を含有する本発明組成物の第二の
態様において、組成物の pHは１３以上であることが好ましく、１３ .５以上であることが
より好ましい。組成物の pHが１３未満であると、塩素系酸化剤の安定化効果が小さくなり
、残留塩素濃度の低下速度が大きくなるおそれがある。
【０００７】
本発明に用いるアゾール系化合物は、ヘテロ原子を２個以上含む五員環を有する芳香族化
合物である。本発明に用いるアゾール系化合物としては、例えば、イミダゾール、ピラゾ
ール、オキサゾール、チアゾール、トリアゾール、テトラゾールなどの単環式アゾール系
化合物、ベンゾイミダゾール、ベンゾオキサゾール、ベンゾイソオキサゾール、ベンゾチ
アゾール、メルカプトベンゾイミダゾール、メルカプトメチルベンゾイミダゾール、メル
カプトベンゾチアゾール、ベンゾトリアゾール、トリルトリアゾール、インダゾール、プ
リン、イミダゾチアゾール、ピラゾロオキサゾールなどの縮合多環式アゾール系化合物な
どや、さらにアゾール系化合物の中で塩を形成する化合物にあってはそれらの塩などを挙
げることができる。これらのアゾール系化合物は、１種を単独で用いることができ、ある
いは、２種以上を組み合わせて用いることもできる。本発明組成物において、アゾール系
化合物の含有量に特に制限はないが、０ .０５～３重量％であることが好ましく、０ .１～
２重量％であることがより好ましい。
【０００８】
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本発明の殺菌殺藻方法を適用する水系に特に制限はなく、例えば、冷却水系、紙パルププ
ロセス水系、集塵水系、スクラバー水系、噴水系などを挙げることができる。本発明の殺
菌殺藻方法において、塩素系酸化剤、アゾール系化合物及びスルファミン酸若しくはその
塩の添加方法に特に制限はなく、例えば、塩素系酸化剤と、アゾール系化合物と、スルフ
ァミン酸若しくはその塩を、それぞれ別々に添加することができ、これらの中の２成分を
同時に添加し、残りの１成分を別に添加することもでき、あるいは、３成分を同時に添加
することもできる。これらの添加方法の中で、塩素系酸化剤、アゾール系化合物及びスル
ファミン酸若しくはその塩を含有する殺菌殺藻剤組成物をあらかじめ調製し、該組成物を
水系に添加する方法が好ましい。塩素系酸化剤、アゾール系化合物及びスルファミン酸若
しくはその塩を含有する殺菌殺藻剤組成物を調製することにより、薬剤の有効成分の分解
による減失を防ぐことができる。
本発明組成物及び本発明方法によれば、日光の照射を受ける環境や、銅や銅合金材料が、
配管、熱交換器などに使用されている水系においても、高い残留塩素濃度が維持されるの
で、効果的に水系の殺菌と殺藻を行うことができる。
本発明に用いる pH調整剤としては一般的なアルカリ化合物が使用でき、水酸化ナトリウム
、水酸化カリウムなどを好適に使用することができる。
本発明の殺菌殺藻剤組成物の製造方法において、スルファミン酸若しくはその塩及び pH調
整剤を含む水溶液の調製方法には特に制限はなく、アゾール類及び／又はその他の薬剤を
含有していてもよい。また、水、スルファミン酸若しくはその塩の添加順序も特に制限は
ない。
本発明の殺菌殺藻剤組成物の製造方法によれば、安全で且つ、有効成分濃度を低下させる
こと無しに本発明の殺菌殺藻剤組成物を製造することができる。
【０００９】
【実施例】
　以下に、実施例を挙げて本発明をさらに詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例に
よりなんら限定されるものではない。
　なお、実施例及び比較例において、残留塩素濃度は、ＪＩＳ  Ｋ  ０１０１  ２８ .３  ヨ
ウ素滴定法により測定した。
　また、 １３及び比較例１～
５において、殺菌殺藻剤組成物は、次亜塩素酸ナトリウムを除く他の薬剤と水との混合水
溶液を調製した後に、次亜塩素酸ナトリウム水溶液を添加することによって製造した。
　 ４及び比較例１～３においては、調製した殺菌殺藻剤組成物
をそれぞれ容量１００ｍＬのポリエチレン製白色細口びんに入れ、外部からの光を遮断し
た状態で、４０℃の恒温槽又は６０℃の恒温槽内に静置し、経過日数０日、６日、１４日
及び２０日に組成物中の残留塩素濃度を測定した。

例１
　水１２ .４ｇ、４８重量％水酸化ナトリウム水溶液１５ .６ｇ、スルファミン酸１２ .０
ｇ及び１２重量％次亜塩素酸ナトリウム水溶液６０ .０ｇを配合して、殺菌殺藻剤組成物
を調製した。この殺菌殺藻剤組成物のｐＨは、１３ .４であった。
　この殺菌殺藻剤組成物の残留塩素濃度は、４０℃で静置したとき、調製直後７ .２重量
％、６日後７ .０重量％、１４日後６ .９重量％、２０日後６ .８重量％であった。また、
６０℃で静置したとき、調製直後７ .２重量％、６日後６ .２重量％、１４日後４ .９重量
％、２０日後４ .８重量％であった。

例２
　水の配合量を８ .７ｇ、４８重量％水酸化ナトリウム水溶液の配合量を１９ .３ｇとした
以外は、 例１と同様にして、殺菌殺藻剤組成物を調製した。この殺菌殺藻剤組成物の
ｐＨは、１３ .８であった。 例１と同様にして、残留塩素濃度を測定した。
実施例３
　水１１ .９ｇ、４８重量％水酸化ナトリウム水溶液１５ .６ｇ、スルファミン酸１２ .０
ｇ、１２重量％次亜塩素酸ナトリウム水溶液６０ .０ｇ及びベンゾトリアゾール０ .５ｇを
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配合して、殺菌殺藻剤組成物を調製した。この殺菌殺藻剤組成物のｐＨは、１３ .４であ
った。 例１と同様にして、残留塩素濃度を測定した。
実施例４
　水の配合量を８ .２ｇ、４８重量％水酸化ナトリウム水溶液の配合量を１９ .３ｇとした
以外は、実施例３と同様にして、殺菌殺藻剤組成物を調製した。この殺菌殺藻剤組成物の
ｐＨは、１３ .８であった。 例１と同様にして、残留塩素濃度を測定した。
【００１０】
比較例１
　水３９ .５ｇ、１２重量％次亜塩素酸ナトリウム水溶液６０ .０ｇ及びベンゾトリアゾー
ル０ .５ｇを配合して、殺菌殺藻剤組成物を調製した。この殺菌殺藻剤組成物のｐＨは、
１３ .０であった。
　この殺菌殺藻剤組成物の残留塩素濃度は、４０℃で静置したとき、調製直後７ .２重量
％、６日後５ .７重量％、１４日後４ .４重量％、２０日後４ .２重量％であった。また、
６０℃で静置したとき、調製直後７ .２重量％、６日後３ .７重量％、１４日後２ .４重量
％、２０日後２ .４重量％であった。
比較例２
　水１６ .９ｇ、４８重量％水酸化ナトリウム水溶液１０ .６ｇ、スルファミン酸１２ .０
ｇ、１２重量％次亜塩素酸ナトリウム水溶液６０ .０ｇ及びベンゾトリアゾール０ .５ｇを
配合して、殺菌殺藻剤組成物を調製した。この殺菌殺藻剤組成物のｐＨは、１２ .０であ
った。 例１と同様にして、残留塩素濃度を測定した。
比較例３
　水１７ .４ｇ、４８重量％水酸化ナトリウム水溶液１０ .６ｇ、スルファミン酸１２ .０
ｇ及び１２重量％次亜塩素酸ナトリウム水溶液６０ .０ｇを配合して、殺菌殺藻剤組成物
を調製した。この殺菌殺藻剤組成物のｐＨは、１２ .０であった。 例１と同様にして
、残留塩素濃度を測定した。
　 ４及び比較例１～３の結果を、第１表に示す。
【００１１】
【表１】
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【００１２】
　第１表に見られるように、ベンゾトリアゾールを含有するが、スルファミン酸を含有せ
ず、ｐＨが１３ .０の比較例１の殺菌殺藻剤組成物は、次亜塩素酸ナトリウムの分解が速
く、残留塩素濃度が急速に低下している。
　スルファミン酸を含有するが、ｐＨが１２ .０である比較例２、３の殺菌殺藻剤組成物
は、ベンゾトリアゾールの有無に関係なく、次亜塩素酸ナトリウムの分解は非常に速く、
残留塩素濃度は急速に低下している。
　水酸化ナトリウム水溶液の配合量をさらに増して、ｐＨ１３ .４にした 例１、

３の殺菌殺藻剤組成物、ｐＨ１３ .８にした 例２、 ４の殺菌殺藻剤組成物は
、ベンゾトリアゾールの有無にかかわらず、残留塩素濃度の低下が遅く、次亜塩素酸ナト
リウム及びスルファミン酸を配合し、ｐＨを１３以上にすることにより、次亜塩素酸ナト
リウムの分解が効果的に抑制されることが分かる。また、水酸化ナトリウムの配合量を増
すことにより、特に高温における安定性が向上している。
【００１３】
　 ～９及び比較例４～５においては、調製した殺菌殺藻剤組成物をそ
れぞれ容量１００ｍＬのポリエチレン製白色細口びんに入れ、７本のびんを並べて５月１
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０日から３０日まで厚木市の日光の照射を受ける屋外に放置し、経過日数０日、６日、１
４日及び２０日に組成物中の残留塩素濃度を測定した。

例５
　水１２ .４ｇ、４８重量％水酸化ナトリウム水溶液１５ .６ｇ、スルファミン酸１２ .０
ｇ及び１２重量％次亜塩素酸ナトリウム水溶液６０ .０ｇを配合して、殺菌殺藻剤組成物
を調製した。この殺菌殺藻剤組成物のｐＨは、１３ .４であった。
　この殺菌殺藻剤組成物中の残留塩素濃度は、調製直後７ .２重量％、６日後６ .１重量％
、１４日後４ .０重量％、２０日後３ .０重量％であった。
実施例６
　水１２ .４ｇ、４８重量％水酸化ナトリウム水溶液１５ .６ｇ、スルファミン酸１２ .０
ｇ、１２重量％次亜塩素酸ナトリウム水溶液６０ .０ｇ及びベンゾトリアゾール０ .２ｇを
配合して、殺菌殺藻剤組成物を調製した。この殺菌殺藻剤組成物のｐＨは、１３ .４であ
った。
　この殺菌殺藻剤組成物中の残留塩素濃度は、調製直後７ .２重量％、６日後６ .４重量％
、１４日後５ .２重量％、２０日後４ .４重量％であった。
実施例７
　ベンゾトリアゾールの配合量を０ .５ｇとした以外は、実施例６と同様にして、殺菌殺
藻剤組成物を調製し、ｐＨと残留塩素濃度を測定した。
実施例８
　ベンゾトリアゾールの配合量を１ .０ｇとした以外は、実施例６と同様にして、殺菌殺
藻剤組成物を調製し、ｐＨと残留塩素濃度を測定した。
実施例９
　ベンゾトリアゾールの代わりに、トリルトリアゾール０ .５ｇを配合した以外は、実施
例６と同様にして、殺菌殺藻剤組成物を調製し、ｐＨと残留塩素濃度を測定した。
比較例４
　水２４ .４ｇ、４８重量％水酸化ナトリウム水溶液１５ .６ｇ及び１２重量％次亜塩素酸
ナトリウム水溶液６０ .０ｇを配合して、殺菌殺藻剤組成物を調製した。この殺菌殺藻剤
組成物のｐＨは、１４ .０であった。
　この殺菌殺藻剤組成物中の残留塩素濃度は、調製直後７ .２重量％、６日後５ .７重量％
、１４日後３ .９重量％、２０日後２ .８重量％であった。
比較例５
　ベンゾトリアゾール２ .０ｇを配合した以外は、比較例４と同様にして、殺菌殺藻剤組
成物を調製し、ｐＨと残留塩素濃度を測定した。
　 ～９及び比較例４～５の結果を、第２表に示す。
【００１４】
【表２】
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【００１５】
　第２表に見られるように、スルファミン酸又はスルファミン酸とベンゾトリアゾールを
配合した ～８では、経日後の残留塩素濃度が高く、有効成分の分解が
抑制されている。ベンゾトリアゾールの配合量が多いほど、残留塩素濃度が高くなってい
ることから、有効成分の分解の抑制に、ベンゾトリアゾールが寄与していることが分かる
。また、スルファミン酸とトリルトリアゾールを配合した実施例９でも、経日後の残留塩
素濃度が高く、有効成分の分解が抑制されている。
　これに対して、アゾール化合物もスルファミン酸も配合しない比較例４では、経日後の
残留塩素濃度が実施例に比べて低く、有効成分の分解を抑制する効果が現れていない。ま
た、ベンゾトリアゾールのみを配合した比較例５では、残留塩素濃度が比較例４より低く
、ベンゾトリアゾールを単独で配合した場合には、有効成分の分解を促進する効果が現れ
ている。単独では有効成分の分解を抑制する効果が弱いスルファミン酸と、単独では有効
成分の分解を促進する効果を有するアゾール化合物を併用することにより、両者に極めて
特異な相乗効果を発揮させ、有効成分の分解を効果的に抑制して、高い残留塩素濃度を維
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持することができる。
【００１６】
　 ～１３においては、図１に示す水槽１、ポンプ２、流量計３及
び銅チューブ４を備えた循環水系を用いた。この水系の保有水量は１５Ｌであり、銅チュ
ーブは長さ１ ,３５０ｍｍ、内径１９ｍｍである。この水系で、試験水として厚木市水を
用い、調製した殺菌殺藻剤組成物３ .０ｇを添加し、水温３０℃、流量１０Ｌ／ｍｉｎで
循環通水し、２４時間後と７２時間後の水中の残留塩素濃度を測定した。

例１０
　水１２ .４ｇ、４８重量％水酸化ナトリウム水溶液１５ .６ｇ、スルファミン酸１２ .０
ｇ及び１２重量％次亜塩素酸ナトリウム水溶液６０ .０ｇを配合して、殺菌殺藻剤組成物
を調製した。この殺菌殺藻剤組成物のｐＨは、１３ .４であった。
　この殺菌殺藻剤組成物を添加した循環水中の残留塩素濃度は、２４時間後１３ .０ｍｇ
／Ｌ、７２時間後１０ .５ｍｇ／Ｌであり、７２時間後の残留塩素濃度の残留率は、７２ .
９％であった。
実施例１１
　水１２ .１５ｇ、４８重量％水酸化ナトリウム水溶液１５ .６ｇ、スルファミン酸１２ .
０ｇ、１２重量％次亜塩素酸ナトリウム水溶液６０ .０ｇ及びベンゾトリアゾール０ .２５
ｇを配合して、殺菌殺藻剤組成物を調製した。この殺菌殺藻剤組成物のｐＨは、１３ .４
であった。
　この殺菌殺藻剤組成物を添加した循環水中の残留塩素濃度は、２４時間後１３ .５ｍｇ
／Ｌ、７２時間後１３ .０ｍｇ／Ｌであり、７２時間後の残留塩素濃度の残留率は、９０ .
３％であった。
実施例１２
　水の量を１１ .９ｇ、ベンゾトリアゾールの配合量を０ .５ｇとした以外は、実施例１１
と同様にして、殺菌殺藻剤組成物を調製し、ｐＨを測定するとともに、循環水系に添加し
て水中の残留塩素濃度を測定した。
実施例１３
　水の量を１１ .４ｇ、ベンゾトリアゾールの配合量を１ .０ｇとした以外は、実施例１１
と同様にして、殺菌殺藻剤組成物を調製し、ｐＨを測定するとともに、循環水系に添加し
て水中の残留塩素濃度を測定した。
　 ～１３の結果を、第３表に示す。
【００１７】
【表３】
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【００１８】
第３表に見られるように、ベンゾトリアゾールを配合しない殺菌殺藻剤組成物を用いた実
施例１１に比べて、ベンゾトリアゾールを配合した殺菌殺藻剤組成物を用いた実施例１２
～１３では、経日後の残留塩素濃度が高く、有効成分の分解が抑制されており、循環水中
のベンゾトリアゾールの濃度が１ .０ mg／Ｌ以上になると、７２時間では残留塩素濃度は
全く低下していない。
実施例１４
２００ mLガラス製ビーカーに、水６ .７ｇ、４８重量％水酸化ナトリウム水溶液１９ .３ｇ
、ベンゾトリアゾール２ .０ｇ及びスルファミン酸１２ .０ｇをこの順番で秤取り、各薬剤
を撹拌溶解させた後、撹拌下１２重量％次亜塩素酸ナトリウム水溶液６０ .０ｇを添加撹
拌して殺菌殺藻剤組成物を製造した。
若干の気泡が発生するものの、突沸することなく殺菌殺藻剤組成物を製造することができ
た。なお、得られた殺菌殺藻剤組成物の残留塩素濃度は７ .２重量％であった。
比較例６
２００ mLガラス製ビーカーに、水６ .７ｇ、４８重量％水酸化ナトリウム水溶液１９ .３ｇ
、ベンゾトリアゾール２ .０ｇ及びスルファミン酸１２ .０ｇをこの順番で秤取り、各薬剤
を撹拌溶解させた。この溶液を１２重量％次亜塩素酸ナトリウム水溶液６０ .０ｇを予め
秤取ってある２００ mLガラス製ビーカーに撹拌下、少しずつ添加したところ、混合途中に
気泡が発生し始め、その後突沸し、塩素ガスの発生が認められた。
【００１９】
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【発明の効果】
本発明の殺菌殺藻剤組成物及び水系の殺菌殺藻方法によれば、塩素系酸化剤とスルファミ
ン酸を共存させ、 pH１３以上のアルカリ性に保つことにより、有効成分の分解が防止され
、高い残留塩素濃度が維持される。さらに、アゾール系化合物を配合することにより、い
っそう高い残留塩素濃度が維持されるので、効果的に水系の殺菌と殺藻を行うことができ
る。本発明の殺菌殺藻剤組成物の製造方法によれば、安全で且つ残留塩素濃度の低下の無
い殺菌殺藻剤組成物を製造することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】図１は、実施例で用いた循環水系の系統図である。
【符号の説明】
１　水槽
２　ポンプ
３　流量計
４　銅チューブ
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